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通信タイミング最適化による
センサネットワークシステム消費エネルギ削減の検討

田中 維人1,a) 中田 尚1 中村 宏1

概要：センサネットワーク全体で消費エネルギを削減するためにはセンサでのセンシングやタスクの処理
に加えて個々の通信も考慮した構成を考える必要がある．通信部分での消費エネルギを削減するには，送

信回数を減らしデータをまとめて送信することなどが考えられ，受信側も省略された送信に応じて適切な

挙動をすることで通信での消費エネルギを削減することができる．本研究では特に，末端デバイスでのセ

ンシングからデータを集約するデバイスまでの通信を一定の期間内に行うことを保証した場合のタイミン

グを考慮した効率的な通信を提案し，個々のデータの送受信におけるエネルギ消費量を踏まえて全体の消

費エネルギを削減する．

1. はじめに

センサネットワークシステムはすでに様々な分野での利

用されているが，将来的には社会環境・自然環境の情報を

リアルタイムに収集しサービスにつなげることでさらに広

い分野での利用が期待されている．具体的には，家電協調

動作のための住宅におけるモニタリング，社会インフラの

自動検針，施設整備状況や自然災害を監視する防災モニタ

リング，利便性向上につながる交通状況のモニタリング，

ヘルスケアのための生体情報モニタリング，などである．

このような大小さまざまなセンサネットワークシステム

は，移動性や利便性の観点から電池式で駆動することが望

ましい．電池式で駆動する場合，消費エネルギ削減は電池

の長寿命化に直結し，メンテナンス性の向上につながる．

センサネットワークシステムは，それぞれのデバイスにお

いてはセンシングやデータ通信など簡易な動作しか行わな

いため，全体の消費エネルギに対して通信時消費エネルギ

の影響が大きい．よって，センサネットワークシステムの

消費エネルギ削減には取得したデータを効率的に集めて通

信エネルギを削減することが重要である．本研究では，セ

ンシングデバイスとセンシングデータを集約するために中

継のデータ通信を行う中継デバイスに着目した．それぞれ

の通信時の動作を最適化し消費エネルギを削減する手法を

提案する．

本研究の目的は，与えられたシステムの構成から通信タ
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イミングを含めた通信方式を考慮して，ホストデバイスを

除いた電池式で稼動するデバイス群の合計消費エネルギを

最小化することである．

2. 背景

Landsiedelらの論文 [1]でも述べられているように，セ

ンシングデバイスでは実装によっては通信が消費エネルギ

において大きな割合を占めていることがある．本研究でも

次節において，エネルギモデルを元に通信エネルギ割合が

大きいことを確認する．

本研究では通信エネルギに着目し，末端デバイスでのセ

ンシングからデータを集約するデバイスまでの通信を一定

の期間（以降，許容遅延時間と呼ぶ）内に行うことを保証

した場合のタイミングを考慮した効率的な通信方式を提案

する．

2.1 本研究で取り扱うセンサネットワークシステム

図 1にセンサネットワークシステムの具体例を示す．セ

図 1 センサネットワークシステムの具体例
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ンサネットワークシステム全体のデータを集約するデバイ

スをホストデバイスと呼ぶ．センシングを行うデバイスを

センシングデバイスまたはセンサと呼び，センシングデバ

イスからホストデバイスまでの通信を中継するデバイスを

中継デバイスまたはルータと呼ぶ．ホストデバイスも含め

たセンサネットワークシステムのすべてのデバイス数を

NodeNumall とし，センサネットワークシステムの各デバ

イスをNi(1 ≤ i ≤ NodeNumall)のように呼ぶことにする．

N0 はホストデバイスとする．ホストデバイスは電源から

電力を供給されているものとし，その他のデバイスは電池

式で駆動するものとする．電池で駆動しているデバイスの

消費エネルギを削減することがメンテナンス性の観点から

も重要であるので，ホストデバイスの消費エネルギは本研

究では考慮しない．デバイス Ni の消費エネルギを ENi
と

すると，センサネットワークシステム全体での消費エネル

ギ Eall は以下のようになる．

Eall =

NodeNumall∑
i=1

ENi
(1)

センサネットワークシステムでは，データ中継動作とセ

ンシング動作を兼ねるデバイスも考えられるが，本研究で

は実装上の複雑さなどの問題があるため対象外とする．セ

ンシングの対象はすべてのセンシングデバイスで同じもの

とする．センシング周期もすべてのセンシングデバイスで

等しく Tcycle であるとする．また，センサネットワークシ

ステム全体でセンシング周期 Tcycle よりも長い一定周期ご

とに，各デバイス間の時刻のずれを解消するために時刻同

期通信を行うものとする．時刻同期通信の手法については

Marótiらの手法 [2]など様々な手法が考えられるが，本研

究においては研究対象外とする．

2.1.1 消費エネルギの割合

温度データのみを計測するセンサネットワークシステム

のエネルギモデルを構築した．中継デバイス 1台とセンサ

デバイス 50台分のそれぞれにおいて，4.1節で述べるエネ

ルギモデルによって通信に関わるエネルギを見積もり，マ

イコンやセンサの基本的動作などに使用される通信以外の

エネルギと比較した．結果を表 1に示す．このような温度

だけを計測するセンサネットワークシステムのモデルにお

いても，消費エネルギのうち通信が占める割合が高い．

2.1.2 システムの規模とトポロジ

センサネットワークシステムのトポロジは多様なトポロ

表 1 センシングデバイス 50 台と中継デバイス 1 台の消費エネル

ギー（1 日あたり）
通信エネルギ 通信以外のエネルギ

[mWh] [mWh]

センシングデバイス

(50 台) 21.0 19.7

中継デバイス 28.4 0.5

ジが考えられるが，データを集約する必要性や一対多通信

が主となることに加え大規模なネットワークにおいて消費

エネルギを抑えるためにツリートポロジのような階層構造

が適していると考えられている [3]．また，階層構造はシ

ステムの規模による拡張も可能である．規模によって中継

デバイスが必要かどうかや中継デバイス同士の通信が発

生するかが決まる．デバイス Ni がホストデバイスにデー

タを送信するまでにデバイス間で通信を行う回数を Li と

定義し，そのデバイスを Li 層のデバイスと呼ぶ．直接通

信するデバイス Ni と Nj がある場合，Lj < Li ならばデ

バイス Nj を親デバイス，デバイス Ni を子デバイスと呼

ぶ．特に，すべてのデバイスに対して最大の Li を Lmax

と定義する．末端のデバイスは必ずセンシングデバイスで

あるので，Li = Lmax となるデバイス Ni は必ずセンシン

グデバイスである．また，NodeNumi(≥ 1)を中継デバイ

ス Ni がデータを受信する下層のデバイス数とし，デバイ

ス Ni にデータを送信する下層のデバイス Nj との対応関

係を Ni,k = Nj(1 ≤ k ≤ NodeNumi)のように表記する．

Ni,0 = Ni とする．図 1は Lmax = 3のセンサネットワー

クシステムの具体例となっている．

2.1.3 センシングデバイスのモジュール

センシングデバイスは，マイコン，センサ，不揮発メモ

リ，無線モジュールの各モジュールを搭載しているものと

する．

不揮発メモリの容量を Memmax とする．一度のセンシ

ングにおいて取得する最大データサイズをDatasense とす

ると，Memmax/Datasense回分のセンシングデータを蓄積

できることになる．

2.1.4 中継デバイスのモジュール

中継デバイスは，マイコン，不揮発メモリ，無線モジュー

ルの各モジュールを搭載しているものとする．

中継デバイスにおいても，不揮発メモリの容量Memmax

と最大センシングデータサイズ Datasense を定義すると，

Memmax/Datasense 回分のセンシングデータを蓄積でき

ることになる．

2.1.5 通信の仕様

センサネットワークシステムは一対多通信が主となるの

で，通信の衝突を避ける通信方式を採用する必要がある．

通信の衝突を避けるには周波数分割通信方式なども考えら

れるが，送信側のデバイスの消費エネルギに対して受信側

の消費エネルギが増大する [4]ため，受信側のデバイスが

多数存在する階層構造のセンサネットワークシステムには

適切でない．よって，通信はスロットと呼ばれる細かい期

間に分割して行う時分割多重通信方式を採用する．通信モ

ジュールは各デバイスにつき 1つしか持たないので，同じ

デバイスによる受信と送信は同一スロットでは行えないも

のとする．同じスロット内で複数のデバイスからの送信が

存在すると衝突が生じ通信が失敗するが，受信側は無効な

c⃝ 2015 Information Processing Society of Japan 2

Vol.2015-SLDM-170 No.21
Vol.2015-EMB-36 No.21

2015/3/6



情報処理学会研究報告
IPSJ SIG Technical Report

データを受信するので衝突が生じたことは把握できる．ま

た，送信側は ACK（肯定応答）が返ってくるかどうかで通

信の成否は把握することができるものとする．衝突を避け

るために受信側から送信側へ指定のスロットへの再送の要

求を通知するためにも 1スロットを要するものとする．

2.1.6 センシングの許容遅延時間

センシングデバイスにおいてセンシングが行われてから

ホストデバイスでデータを集約するまでの許容遅延時間

を考える．センサネットワークシステムは，応用先によっ

てリアルタイム性の重要性が異なるので，センシング周期

Tcycle を用いると，許容遅延時間 Tdl によって以下の 3種

類のパターンに分類することができる．

( 1 ) 許容遅延時間が短い場合

Tdl ≤ Tcycle

( 2 ) 許容遅延時間が中程度の場合

Tcycle < Tdl ≤ (Memmax/Datasense − 1)LmaxTcycle

( 3 ) 許容遅延時間が長い場合

Tdl > (Memmax/Datasense − 1)LmaxTcycle

1の場合は，センシングデバイスはセンシングを行っても

データを蓄積することなく上層のデバイスにデータを送信

する必要があり，中継デバイスはすべての子デバイスから

のデータ受信を終了するとそれらすべてのデータを蓄積す

ることなく上層のデバイスにデータを送信する必要があ

る．2の場合は，それぞれのセンシングデバイスと中継デ

バイスにおいて，センサネットワークシステム全体の消費

エネルギが最小になるように適切にデータを蓄積集約し上

層のデバイスにデータを送信する必要がある．2の場合に

おいては，センサネットワークシステム全体の消費エネル

ギが最小になるようなデータ集約のアルゴリズムを検討す

る必要がある．簡単のためデータ量は 1スロットで送信可

能なデータ量よりも十分小さく，まとめ送りを行っても 1

スロットで送信が完了すると仮定する．3のように許容遅

延時間 Tdl が十分に長い場合は，各デバイスにおいてメモ

リ容量の限界までデータを蓄積しまとめて送信することが

できる．

2.1.7 中継デバイスの周期的動作

センシングデバイスがセンシングやデータ通信などの動

作を連続的に行わなければ，各動作のためにアイドル状態

から復帰するためにオーバーヘッドエネルギを消費する

ことになる．よって，センシングデバイスはセンシング周

期に合わせてすべての動作を連続的に行うことが望まし

い．センシングデバイスはセンシング周期に合わせてデー

タ通信を行うので，センシングデバイスからのデータを受

信し上層のデバイスに送信する中継デバイスも当然センシ

ング周期に合わせて動作することが望ましい．センサネッ

トワークシステムはデバイスのアイドル状態が長いため，

Vanらの研究 [5]などにおいても受信側のデバイスは周期

的に動作するモデルとして考えられている．

3. 関連研究

3.1 通信の集約

通信エネルギを削減するには，通信回数の削減とそれに

伴う通信時間の削減が重要である．通信回数を削減するた

めに，センシングデバイスにおいて時系列データを圧縮す

ることが検討されている．

センサネットワークシステムにおいて通信回数を削減す

るために，センシングデータを圧縮しまとめて通信するこ

とが考えられる．そこで本研究では，これまでの研究 [6]

と同様に観測値時系列を誤差閾値内で線形近似し，制御点

のみを送信する方式（線形近似圧縮）を採用する．この手

法は直前までの観測値の変化を一次式で近似するため，メ

モリ利用効率および CPU使用効率に優れた方式である．

3.2 既存の通信方式とその課題

図 1のようなセンサネットワークシステムにおいて通信

エネルギを最小化するためは，1つの受信デバイスと複数

の送信デバイスから構成される 1組のデバイス群における

通信を効率化することが重要である．以下，1組のデバイ

ス群における既存の通信方式について述べる．

3.2.1 全待機方式

同じスロットにおいて複数のデバイスからの送信が存在

すると通信が衝突し受信側のデバイスで正しくデータを受

信できなくなる．衝突が生じるために同じスロットに複数

のデバイスからの送信が競合することは望ましくない．こ

のような考えから，ある中継デバイス Ni が集約するすべ

てのデバイスに対して個々にスロットを割り当てる図 2の

ような全待機通信方式が考えられる．すなわち，全待機方

式では毎周期 NodeNumi 個のスロットを確保することが

必要になる．

通信エネルギ最小化のアプローチとして，線形近似圧縮

を採用した場合，圧縮を行うと実際に送信を行わないデバ

イスがあるにもかかわらず，受信側のデバイスにおいて受

信待機する不要なスロットが生じる．4.1節で述べるエネ

ルギモデルでは，受信待機を行うスロットの消費エネルギ

は高いことが確認できる．よって，中継デバイスの通信所

要スロット数 SlotNumを小さくすることは消費エネルギ

削減につながる．SlotNumを小さくするということは，1

スロットあたりのデータ受信効率が向上するということで

もある．

図 2 全待機方式の例 (NodeNumi=20)
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3.2.2 間歇全待機方式

許容遅延時間がセンシング周期よりも十分長い場合に

は，センシングしたデータをセンシングデバイスで一旦保

存し，複数周期分をまとめて送信する方式が考えられる．

特に 2.1.6節の 3の場合にはメモリ容量の上限までまとめ

て送信することが最善であると考えられる．

4. モデリング

4.1 エネルギモデル

エネルギモデルはこれまでの研究 [6]を中継ノードに拡張

したものを用いた．マイコンは TI社製MSP430F5438[7]，

無線モジュールは立山科学ワイヤレステクノロジー社製

TKU-T108[8]，RTCは Ambiq社製 AM18XX[9]のそれぞ

れのカタログ値を元に各エネルギパラメタを算出した．

一般に通信に必要となるスロット数が小さいほど消費エ

ネルギは小さくなる．つまり，中継デバイスの通信所要ス

ロット数 SlotNum = SlotNumrecv + SlotNumwait を小

さくすれば，センサネットワークシステムの通信における

消費エネルギは小さくなり，センサネットワークシステム

全体の消費エネルギも小さくなる．ここで，SlotNumrecv

は実際にデータを受信したスロット数，SlotNumwaitは受

信待機のみを行ったスロット数である．

4.2 線形近似圧縮の確率モデル

過去に計測された 4箇所での 22日間毎分温度データの

合計 88系列の温度データから 2つずつすべての組み合わ

せについて相互相関係数を求めた結果，元データには強い

相関があるものの，線形近似圧縮後の制御点の発生場所に

は相関がないことが確認された．このことから以降では線

形近似圧縮後のデータの送信タイミングは一様分布である

と仮定する．

5. 提案

ここでは 1組の通信デバイスに注目し，省電力通信方式

を検討する．2.1.6節のパターン 1のように許容遅延時間

が短く，1センシング周期以内に全データの通信完了を保

証する必要がある場合について考える．

5.1 通信の改良

4.1節で述べたように，通信にかかる平均所要スロット

数を削減することが消費エネルギの削減につながる．

エクスポネンシャルバックオフという既存の通信アルゴ

リズムを基に，中継デバイスにおける待機を複数の段階に

分ける手法を考案した．エクスポネンシャルバックオフに

おいて，バックオフを打ち切り最大リトライ回数を定める

ことで性能向上につながるという指摘がある [10]．中継デ

バイスにおける待機においても，無限にバックオフを行っ

てスロットを確保することは性能低下につながる可能性が

図 3 ステップ待機の例 (NodeNumj=20, m1=3)

ある．提案する通信方式では，送信を行う子デバイス数が

少ない場合には早い段階で通信を終了し，送信を行う子デ

バイス数が多い場合には確実にすべての子デバイスからの

データを受信できることを目指す．この章の以後，一連の

通信を複数の段階に分割して考える．1つの段階には複数

のスロットが存在するが，各センサノードは 1段階につき

1回のみ送信を行うことが出来るとする．また，中継デバ

イスをNj とし，i段階目の待機スロット数をmi として提

案手法を説明する．

5.1.1 リトライ待機方式

この方式では一定時間内に確実にすべての子デバイスか

らのデータ受信を保証できるわけではないが，段階的な待

機において平均所要スロット数が少なくなることを確認す

るために比較対象として用いる．リトライ待機方式とはま

ず中継デバイスは任意のm1 個のスロットを確保する．子

デバイスは送信要求があった場合，1番目からm1 番目ま

でのスロットからランダムに１つを選び送信する．1段階

目の受信で衝突が発生すれば，次にm2 = m1 個のスロッ

トを確保し子デバイスがランダムに決めたスロットで受

信する．これを 2段階目の受信と呼ぶ．同様に i段階目の

mi = m1 個のスロットで受信する．

5.1.2 ステップ待機方式

本方式を図 3の例を用いて説明する．まず 1段階目と

して，任意の m1 個のスロットを確保し，各センサを番

号ごとに m1 で割った剰余の番号のスロットに割り当て

る．1 段階目での衝突を検出した場合，2 段階目として

m2 = ⌈NodeNumj/m1⌉個のスロット（⌈x⌉は xの天井関

数）を確保し，各センサを番号ごとに m2 で割った剰余

に応じた番号のスロットに割り当てる．再び衝突検出の

スロットを確保し 2 段階目においても衝突を検出した場

合は，新たに 3段階目として m3 = ⌈NodeNumj/m1⌉ + 1

個のスロットを確保し，各センサを番号ごとに m3 で

割った剰余に応じた番号のスロットに割り当てる．以

下同様に，確保した衝突検出のスロットで i 段階目に

おける衝突を検出した場合は，新たに i 段階目として

mi = ⌈NodeNumj/m1⌉+i−2個のスロットを確保し，各セ

ンサを番号ごとにmiで割った剰余に応じた番号のスロット

に割り当てる．ml = ⌈NodeNumj/m1⌉+l−2 = NodeNumj

となる l段階目においてはNodeNumj 個のスロットを確保

しているので，データを受信に失敗しないことを保証して

いる．
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5.2 一組のデバイス群における通信方式の比較

5.2.1 各通信方式の各段階におけるスロット数

N = 20, p = 0.2の場合に，それぞれの通信方式におい

て待機段階におけるスロット数を例として示したのが表 2

である．

5.2.2 通信方式と最大遅延時間

任意の段階において子デバイス数 NodeNumj 以上のス

ロットを確保しているかどうかによって，一定のスロット

数以下で通信が終了することを保証できるかどうかが決ま

る．通信が終了することを保証できなければ，最大遅延時

間を保証することができない．リトライ待機方式において

送信に失敗する，すなわち通信の衝突が発生するかどうか

は確率的なふるまいとして考えることができるため，最悪

送信失敗回数を保証することはできない．よって，最大遅

延時間の上限を保証する必要がある場合にはリトライ待機

方式を使うことは出来ない．

5.2.3 最適な通信方式を選択する手法

4.1章で述べたように，通信部分での消費エネルギは通

信スロット数に比例する．よって，消費エネルギの期待値

が最小となる通信方式とは，通信を終了するまでに必要な

スロット数の期待値が最小となるものである．各通信方式

におけるスロット数の期待値を求めるためには，どの段階

で通信が終了するのかを考慮する必要がある．まず，子デ

バイスごとに各段階で通信が終了する確率から受信スロッ

ト数の期待値を求めることを考えるが，子デバイス同士で

独立な試行ではないので正確な期待値を求めることはでき

ない．なぜなら，ある子デバイス Nj,k の送信が衝突し次

の段階で再送する確率は

pj,k(i) ̸= 0

であり，他のすべての子デバイスの送信が衝突しない確

率は

1−
NodeNumj∏

k2=1

(
1− pNj,k2

m1

)
(1− δk,k2) ̸= 0

にも関わらず，ある子デバイス Nj,k からの送信だけが衝

突し，他のどの子デバイスからの送信も衝突しないことは

ない．よって，何段階目までデータを再送するかという試

行は子デバイス同士で独立ではない．そこで，本研究では

各デバイスの送信要求確率モデルからモンテカルロシミュ

レーションによって，各通信方式におけるスロット数の期

待値を求める手法を用いる．送信要求率の確率モデルから

表 2 N = 20, p = 0.2 の場合の各通信方式における待機段階とス

ロット数
待機方式 m1 m2 m3 m4 m5 · · · m15 · · ·

全待機 20 - - - - - - -

リトライ待機 3 3 3 3 3 · · · 3 · · ·
ステップ待機 3 7 8 9 10 · · · 20 -

NodeNumj 個のデバイスが送信要求を行うかどうかを示し

た系列群を生成し，各系列における必要スロット数を求め，

その平均を求めた．

6. 評価

6.1 平均所要通信スロット数評価

これまで述べたように通信にかかる平均所要スロット数

を削減することが消費エネルギの削減につながる．した

がって，まずはそれぞれの通信方式における平均所要通信

スロット数を比較する．

モンテカルロシミュレーションによって NodeNumj =

50, psens = 0.2のときの平均所要通信スロット数を求めた．

その結果が表 3である．ここで，1段階目のスロット数m1

は可能性のあるすべてのパターンの中から平均所要通信ス

ロット数を最小となるものを選択した．

センシングデバイスの送信要求率 psens が変動した場合

には最適な通信方式が変わる可能性がありうる．そこで，

NodeNumj = 50に固定し psensを変動させた場合の平均所

要通信スロット数を求めた．その結果を図 4に示す．この

グラフから，送信要求率 psens が変動した場合にもステッ

プ通信方式が最適であることがわかる．また，ステップ通

信方式において，psens の増加に伴う平均所要スロット数

の増加が起きなくなる psens が存在する．これは，一段階

目から m1 = NodeNumj 個のスロットを確保し全待機を

行った方がその通信方式よりも受信効率が良くなる場合に

生じており，実際に，平均所要通信スロット数の最大値は

設定した NodeNumj = 50であることを確認した．

表 3 NodeNumj = 50, psens = 0.2 のときの一段階目スロット数

と平均所要通信スロット数
待機方式 1 段階目のスロット数 平均所要通信

m1 スロット数

全待機 50 50

リトライ待機 8 33.8

ステップ待機 13 28.4

図 4 psens に対する平均所要通信スロット数
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同様に，子デバイス数 NodeNumj が変動した場合に

も最適な通信方式が変わる可能性がありうる．そこで，

psens = 0.2に固定し NodeNumj を変動させた場合の平均

所要通信スロット数を求めた．その結果を図 5に示す．こ

のグラフから，子デバイス数 NodeNumj が変動した場合

にもステップ通信方式が最適であることがわかる．

6.2 消費エネルギ評価

平均所要通信スロット数の削減が消費エネルギの削減に

つながっていることを確認するために，エネルギモデルを

用いて各通信方式における消費エネルギを比較した．

平均所要通信スロット数の評価と同様に，NodeNumj =

50, psens = 0.2のときの子デバイスの平均送信回数と 4.1

章で述べたエネルギモデルを用いて消費エネルギを算出し

た．結果を表 4に示す．

この結果より，提案したステップ待機方式において，全

待機方式での通信エネルギと比較して 49.0%削減できるこ

とが確認できた．また，平均所要通信スロット数が小さい

ときは通信エネルギも小さいという対応が確認でき，通信

スロット数による見積もりが有効であることが確認できた．

7. まとめ

本研究ではセンサネットワークシステムの消費エネルギ

削減を目的とした．その中でも特にデータ通信時に消費す

るエネルギが多くを占めていることに着目した．通信エネ

ルギを削減するには，通信回数の削減とそれに伴う通信時

間の削減が重要である．センシングデバイスにおいてデー

図 5 NodeNumj に対する平均所要通信スロット数

表 4 各通信方式における 1 周期あたりの通信エネルギの比較
待機方式 平均所要通信 子デバイス 1 周期あたりの

スロット数 の平均送信 通信消費

回数 エネルギ [Ws]

全待機 50 0.2 96.0

リトライ待機 33.8 0.504 61.3

ステップ待機 28.4 0.432 49.9

タを集約して通信回数を削減する既存の手法である線形近

似圧縮を紹介した．具体的には，線形近似圧縮という観測

値時系列を誤差閾値内で線形近似し，制御点のみを送信す

る手法である．線形近似圧縮を行うと，制御点から観測値

を誤差閾値内で推定できるため，制御点のみを許容遅延時

間内に送信すればよい．線形近似圧縮において，制御点が

生じる確率すなわち送信要求率は一様分布で近似出来るこ

とを示した．平均所要通信スロット数を削減し，できるだ

け効率的に受信することで消費エネルギの削減を目指し，

ステップ待機方式を提案した．各通信方式の平均所要通信

スロット数をモンテカルロシミュレーションによって評価

し，提案方式において一組のデバイス群における通信エネ

ルギは 49.0%削減できることが確認できた．

今後は実機を用いて消費エネルギ削減効果を評価する必

要がある．
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[2] Maróti, M., Kusy, B., Simon, G. and Lédeczi, Á.: The
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